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社会科学系大卒者の 英語力 と経済的地位

松繁　寿和

1 ． 序論

　言語 は意思疎通 の 基本で あ り， 異なる言語 を話す者の 間で は経済活動 は成立 しな

い
。 特定の 言語が 話 され る経済空間で 活動す るに はそ の 言語 の能力が 必須 とな る 。

した が っ て ， 他言語の 習得 は経済活動の範囲 を広 げ利 益 獲得 の機会を 増加さ せ る 。

特に ， 母語 よ りも経済的に 優位 に ある言語の 習得は所得を大 き く増加 させ る可能性

が あ る 。

　国際社会 にお い て 英語の 通 用性 が 高 ま っ て い る 。 特 に ， 近 年ア メ リカ が 政治経済

面で 圧倒的な影響力 を持 つ と と もに先端的な知識 ・ 技術 を集積 させ て い る とい う現

実が あ り，英語 は実質的 な世界共通語 として の地位 を確保 し つ つ あ る 。 くわ えて ，

新 しい 情報伝達 の手段で ある イン ターネ ッ ト上 の 情報の多 くが 英語で ある こ とな ど

が ， そ の 流れ を加速 して い る 。

　こ の よ うな国際社会 との直接の 取引が増加す るに つ れて ， 日本企業に とっ て英語

の 重 要性が無視 で きな くな っ て い る 。 会 話学校の 数の 増加や 英語公用語論に 反映 さ

れ た 日本社会 の 英 語熱 を見 る と ， 英語能力が 単な る大学受験 と い う範 囲をは る か に

超 えて強 く意識 さ れて い る と思 われ る 。 そ こ で
， 本稿で は有名 国立 大学社会科学系

学部卒業生の ア ン ケ
ー

トを使用 し ， 英語 能力 と所得や 職位 の 関係 を見 る こ とで 日本

に お ける英語の 経済 的価値の測定 を試 み る 。

　論文 の構成は次の よ うに な る 。 続 く第 2節で は ， 関連す る文献 を展望 し， 本研究

で 追 究 され る課 題 を説明 す る 。 第 3 節で は， 統計分 析 に 使用 さ れ る モ デル と予 測 さ
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れ る結果 を説明 す る。 第 4節で は， 分析 に 用 い るデータ を紹介す る 。 さ らに
， 第 5

節で は モ デル の 推定結果を示 し， 最後 に 第 6節で 分析 を通 じて 明 らか に な っ た点 を

ま とめ今後の課題を議論す る。

2．　 先行研究 と本稿の 課題

　言語能力が 経済社会的価値 を個人 に付加 する こ とは Coulmas （訳書　 1993）や

Dixon（訳書　2001）等に よ っ て 議論され て い る 。 彼 らは ， 言語間に 経済的価値格差

が ある こ とを強調 し， ある特定の民族や地域 の経済的隆盛 はそ こ で使用 され る言語

の 経済 的価値 を高め ， 相対的 に劣位 な他の 言語 グル ープ に属す る者が利益 を も とめ

優位 な言語 を学ぼ うする結果， 優位言語の 浸透 と劣位言語の消滅が起 きる可能性 に

注 目して い る 。

　 また ， 移民の 経済的地位 に関す る多 くの 研究 は母語以 外の 言語能力が収入 を増加

させ る効 果が あ る こ とを測定 して きた 。 最近 の 代 表的研 究 と して は
，
Chiswick

（1996）， Lazear（1999）等の アメ リカ の移民 に関す る もの ，
　Evans （1986）， Chiswick

and 　Miller（1994）の オ
ース トラ リア ，

　Chiswick　and 　Miller（1995），
　Robinson（1988）

の カ ナ ダ ， Dustmann （1994）の 西 ドイ ツ ，
　 Chiswick （1998）の イス ラ エ ル に 関す る

研究が挙 げられ る。 これ らの 多 くは移民の 移民先言語の 能力 と彼 らの職種 ， 職位 ま

た は所得の 間 に強 い 相関が ある こ と を ， 主に稼得関数 を用 い て 分析 して い るω
。

　国際社 会 に お い て英語 と日本語 が マ ジ ョ リテ ィ
ー とマ イノ リテ ィ

ー
の 関係 に あ る

こ とを考 えれ ば， 日本に お い て も英語力が 富を生んで い る可能性は大 きい
。 特に海

外 との 直接的折衝 の 多い ビジネス の世界で は その傾向が顕著で あろ うと予測 され
，

仕事遂行の ため の 英語力や その 活用状況 を把握で きれ ば
， 日本 に お い て もそれ らの

指標 と所得の間 に正 の相関が観察され る と思わ れ る 。
こ の 点に 関 して ，

ヘ ブラ イ語

を公 用 語 とす る イ ス ラ エ ル に お い て 英 語力 と所得 の 間 に 正 の 相関が あ る と した

Chiswick（1998）の観察は， 同様に英語 を母語としない 日本に お け る英語の 役割を

考 える上 で 興味深 い
。

　 さ らに ， 言語社会学者の 『ケ ル ト語が話 され て い る地域 に英語を （中略）押 し込

ん だ もの は ， 何 よ りも， 経済的な有利性で ある 。 大都会で 話 され て い る言語の話者

で あれ ば ， 経済 とい うゲ ーム だ けで な く， ゲ ーム の 規則 その もの を決め るこ とが で

きるか らで あ る』 （Nettle，　D，　and 　S．　Romaine 訳書　2001， 200頁） とい う議論が

示唆す る よ うに ， ある言語が意思決定や ル ール 設定を行 う層で 使用 され る よ うに な

る と ， その 言語の 経済的価値が一
層高 まる こ とに も注 目す る必要が あ る 。 す なわ ち ，
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英語 を専門的技能 とす る職業の 広が りだ けで な く， 経済社会の上 部層で の英語力の

効用が重要で ある 。 経済的に 地位の 高い 職種や企 業内の 上位職 に つ くた め に英語力

を有す る こ とが有利で あ る状 況が 発 生 した場合 ， 英語が 経済社会に 与 え るイ ン パ ク

トは小 さ くな い  
。 国際経済社会に お い て英 語が 実質的な共通語 に な りつ つ ある こ

と と ， それ と深 くか か わ っ て い る 日本の状況 を考 えた と き，
ビジ ネ ス の 上層の そ れ

も意思決定にか か わ るよ うな集団 にお い て英語化が 進ん で い る可能性 は十分に考え

られ る。

　しか し， 日本に お ける英語力の 経済的価値を統計的に深 く分析した研究は限られ

て い る 。 日本労働研究機構 （1999）や 原 ， 松繁 ， 梅崎 （2002）の 研究が ある が
，

こ

れ らは経済 の 基幹的部門 に 就労 し上位の 職種ま た は職位 に就 く可能性の ある 者た ち

に焦点を絞 っ た わ けで は ない
。

一方 ， ア エ ラ （2002） は大手 企業 に お い て 英語が 不

可欠に な りつ つ あ る こ とを紹介 し
， リク ル ー ト ワ ーク ス 研究所編 （2000）は 年齢 が

高 くな るほ ど英語 とは
一

見関係が ない と思わ れ る経理職 に お い て も高い 英語 力を持

つ 人 が 有利 に な る等の議論 を行 っ て い るが ， よ り精緻な分析に よ っ て こ れ らの 主張

の
一

般性 を確認す る必要が ある 。

　以 上の議論に もとづ き ， 本研究で は以下の 3 つ の 命題 を検証 した い
。

1．基幹的経済部門に お い て ， 仕事で 使用 され る英語の 能力を持 つ こ とは直接所得

　 を上 げ る効果 を持 つ
。

2 ，その よ うな英語力を身に付けた者は上 位の職位 に つ く可能性 が 高い 。 す なわ ち

　昇進 に お い て 有利で ある
。

3．結果 ， 職位の 上 昇 を通 じて 英語力は 間接的 に もか れ らの所得を上 げて い る 。

　 以下 ， こ れ らを検 証す るた め に 用 い る推定 モ デ ル と データ を説明す る 。

3．　 推定 モ デ ル

　まず ， この 節で は英語力 と経済的地位 の関係 を確認 す るた め に使用 され る推定 モ

デル を説明 す る と と もに 予想 され る推定結果 を示す 。

3．1． 職位 と英語力

　推定作業の 順 番に そ っ て， まず先の命題 2， 職位 と英語力の 関係の 分析か ら説明 し

よう。 at を個人 iが持つ 上位の 職 に つ くた め に必要な要件 また は能力を表す変数と

し ， x ，iを英語力 を表す指標の ベ ク トル
，
　 x 。 ，をaiに 影響す る そ の 他の 変数ベ ク トル と

すれ ば， それ らの 関係は ，

〃 3

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

ai ＝βo＋ βe

’
Xei＋ βo

’
Xoi ＋ Ui　　（i ＝ 1，2，… ，n ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

で表され る。

　実際に はai は計れ ない
。 しか し，

　aiの 高い もの ほ ど高い 地位 に つ い て い る と考 え ら

れ る 。 仮 に m 個 の経済的地位カテ ゴ リーが 観察さ れ ， それ ら を地位の 高い 順 に並 べ

た場合 ， ノ番 目の 地位に つ くに は aiが偽一1以 上の レ ベ ル にな けれ ばな らな い
， す なわ

ち ，

αゴー1 〈 ai ＜ aJ
’　 （i ＝ 1

，
2，…，m ）ただ し，

　 an ＝
− QO

，　 ant 二 十 〇Q

で あ る と考え る 。 言 い 換 えれ ば ， 次に 高い 地位 に ある職 に つ くに は よ り高い ai を身に

付け α」の壁 を越 えな けれ ばな らな い 。

　こ こ で分析 に使用 され る情報は具体的 に は職位で あ る。 下位の 職位か ら番号をふ

る と職位 を質的変数 と して取 り扱 うこ とがで き， 以下 の よ うなオ ーダー ド ・プ ロ ビ

ッ トを使用するこ とが可能 とな る。 まず， 職位 を表すカテ ゴ リー変数 を，

Zij＝ 1　個人 iが 下か ら ノ番目の職位に い る場合

Z ．
＝ 0　 それ以外

とす る と， 個人 iが 下か らブ番 目の 職位に い る確率は

Prob （Z 、」
＝ ： 1）＝ φ （a 」

’一（βe ＋β6κα ＋βe

’
Xoi））一¢ （aJ＿1

−
（βo＋ βe

’
Xet ＋ βρ

’
Xoi））

とな る 。
こ こで ，

のは正規分布 関数で あ る 。
こ の モ デル の 対 数尤度 を最大化 す る

必 （」 ＝ 1，2，…，m
− 1）， β。， βe， β。 を求め る こ とで （1）式 を推定 し， 高 い 職位に 入

る確率を増加させ る要因を探 る こ とが で き る 。 英語力が よ り高 い 職位 に つ く可能性

を高め る とい う命題 2 が成立 する な らば， β。 ＞ 0が観察 され る 
。

　実際の 推定 に お い て は ， 産業 ， 企 業規模， 外資系か 否か な どの 変数がai お よび ai

に影響を与える 可能性が あ るの で ， それ らを説明変数に含 む 。

3．2． 所得 と英語 力

　次に 命題 1 と 3 に 関す る部分 を説明 す る 。 所得の 推定 に お い て頻 繁に使用 され る

Mincer 型 の所得 （賃金 ）関数 を仮定 す る と推定に 使用 され るモ デ ル は ，

1・9 （Wi ）＝ r。＋ γ’騒 ＋ γ。Si＋ γ。

’

z 。i＋ εi 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （2）

とな る〈4｝
。

こ こで ， Siは個人 iの 職位 ，
　z 。 iは産業 ， 企業規模 ， 外資系か 否か な どその

他所得 に影響す る変数 ペ ク トル ， γe ， γ。 ， γ。 は それ ぞれ英語力 を表す変数 の係数ベ ク

トル ， 職位 ， その 他の 変数の係数ベ ク トル で ある。
こ の場合， 英語力が直接所得を

上 昇 させ るな らば ， γ。 ＞ 0 とな る 。
こ の 点が命題 1 に 対応す る 。

　次 に ， 職位 の上 昇 をつ うじた間接的効果 は， た と えば英語力 を表す 1番目の 変数 を
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Xetiとする と， その増加 は（1）式か ら職位 に影響 し， さ らに間接的に所得に影響す るこ

と に な り， 最終的な効果 はγ。β，止 な る。 通常， 職位の 上昇は所得の上 昇を伴 うこ と

か ら， γ。＞ 0で あ る と考え られ ， もし命題 2が成立 しβ。 、＞ 0 な らば， 間接効果 γ、β，i ＞

0 が予想 され ， 命題 3 が 成立す る こ と に なる 。

4
．　 デ ー タと英語力

　次に ， 本稿で使 用され るデータの 説明 と議論の 焦点 とな っ て い る英語力 に関す る

基本的分析を行 っ て お く。

4．L 　 使用 デー タ

　用い るデータは， あ る国立大学の 社会科学系学部卒業生 を対象に 1997年に行われ

た 「国際化と大学教育の あ り方 に 関す る調査」の 個票で あ る 。 ア ン ケ ー トは ， 同窓

会名簿 に記載 され て い る全員に郵送 さ れ郵送に よ り回収 された 。 宛先不明分 を除 く

と6202人 に配布された こ とに な る。 回収数は 1375
， 回収率は22．2％で あ る。 ただ し，

以下の分析に お い て は必要な変数 を記入 して い る ケ ース が 限 られ るた め に
， 使用 さ

れ る サ ン プル 数は さ らに減少す る 。

　 こ の大学は大都市に あ り約20000人の 学生 を有す る総合大学で あ る 。 国立大学の 中

で も受験 難易度 で は上 位を 占め ， 卒業生 は い わゆ る学歴 エ リー トとみ な され る 。 対

象学部は毎年数百人の 卒業生を輩出し， 大半は各業界の 大手 に就職 し， 産業界の 重

要なポス トを占め る者 も多い
。 したが っ て ， 日本の経済社会の 上層で の英語の価値

を観察す る に は適 した 調査対象 と い え る 。

　 こ の デ ータ は ， 複数の 卒業大学や 学部 を含む調査に 比 べ い くつ か の 長所 を持 っ て

い る 。 技能が所得や地位に 与え る影響 を分析しよ うとす る場合， 技能が先天的才能

など調査 で は捕 らえきれ な い 他の 変数 と相関 を持 つ こ とに よ り， 推定が正確 に行わ

れ な い 可能性が あ る（5）
。 しか し ， 当研究は 特定の 大学の 特定学部 卒業生のみ を対 象 と

する こ とで学歴 は もち ろ ん 学力に 関す る属性がか な りコ ン トロ ール され て お り，
こ

の 問題 をあ る程度回避 で きる 
。

　 くわ えて ， 国立大学 で あるた め に受験 まで に 身に つ けた教科に私学受験者 ほ ど大

きな ばら つ きが な い
。 有名私学 を併願 す る場合 も，

こ の 学部 を受験す るた めに 準備

した科目の 中か ら選択 す る と思 われ ， 受験 まで の 準備 はか な り均一
に行われ て い る

と考えられ る 
。 また ， この 学部 は大半の 者が受験段階で 第 1志望 として い る難易度

に あ り， よ り上 位の 大学に 合格す る可能性が あ りなが ら運悪 く失敗 しこの学部 に入
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学した者が含まれる可能性は低 く， そ の ようなこ とが起きる大学 に比べ て 能力が均

一
で ある とい える 。

　さ らに， 本調査 で は大学時代の 成績や授業 へ の 出席率お よびクラブ活動を聞い て

お り ， そ れ ら の 変数を使用 す る こ と で さ ら に 差を コ ン トロ ー ル す る こ とが で きる。

また ， これ に よ り， 副次的結果 として大学教育の効果 も測 る こ とがで き る 。

4．2． 英語 力に関する設問

　詳細な分析 に入 る前に ， 大卒社会 科学系出身者 の 英語力 に関す る調査は これ まで

なされた こ とがない こ とを考え， 関係項目の 回答内容 を多少詳 し く見てみ よ う。 ア

ン ケ ー トで は， 「大学在学時 ，

一
般教養英語の 成績 の 平均」をたず ね て い る 。 結果

は ， 優 と答 えた者が 29．7％ ， 良 と答 えた 者が 54．6％， 可 と答えた者が 15．7％で あ っ

た 。 英検資格 を記載 した者 は334名お り， うち 1級が32人 ， 準 1級が35人，
2 級が 222

人で ある 。 TOEFL 受験者 は66名で 平均 575点，
　TOEIC 受験者 は 232名で 平均678点で

ある 
。

　 また， 海外の 滞在経験を した者の うち ， 66．6％が そ の 経験内容 として海外で の仕

事 を挙げて い る 。 また ， 国 内語学学校 に通 っ た経験 の ある者の うち ， 46．7％が 大学

卒業後か ら30歳 まで の 間 と答えて い る。
こ れ らの こ とか ら，

こ の 学部の 卒業生 の う

ち現 在外国語 を使 え る多 くの者が そ れ を在学中で はな く主 に就職 して か ら身に つ け

た こ とが わか る 。

　本研究の テ ー
マ に そ っ て得意 な外国語 を英語 と答 えた 者 に 限 っ て その レ ベ ル を見

て み よう（9）
。 「日常 ， その 外国語 （英語）を読 む こ とが あ りますか 」とい う質問 に対

して の 回答の 選択肢 は
， 「い つ も読む」「よ く読む」「とき どき読む」「読 まない 」の

4 っ で ある。 「い つ も読む 」 と答 えた者は 9．4％， 「よ く読む」 と答えた者は 9．1％で

ある 。 「業務上 ， その 外国語 （英語）を読む こ とが あ ります か 」とい う質問に対 して

も ， ほ ぼ 同様の結果 を得る。

　「その 外国語 で 日常会話が で きますか 」とい う質問で は， 「で きる」「ある程度で き

る」「少 しで き る」「で き な い 」の 4 選択肢の うち ， 上位の 2 つ を選んだ者 を併せ る

と34．5％に な る 。 また ， 「その外国語で 取引先 に電話 をか ける こ とが あ るか」とい う

質問に 関して は， 「い つ もか け る」「よ くか け る」「と きど きか け る」「か けない 」の

4 選択肢の うち ， 上位の 2 っ を選んだ者の合計は 9．6％で ある 。 さ らに
， 「業務上，

その 外国語で 通訳をする こ とが あ りますか 」 と い う設問に対して は ， 12．0％の 者が

あ る と答えて い る 。
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　次に ， 書 く能力を見て み よ う。 「日常 ， そ の外国語 （英語）を書 くこ とが あ ります

か 」 と い う質問で は ， 「い つ も書 く」「よ く書 く」「と き ど き書 く」「書か な い 」の 4

選択肢 があ り， 前者 2 つ を併せ る と9．8％に な る 。 「業務上 ， そ の外国語 （英語）を

書 くこ とが あ りますか 」 と い う質問 へ の 答 え は ， 「い つ も書 く」「よ く書 く」 を併せ

る と13．7％に な る 。

　続 い て ， この設問に 関 して ， 「い つ も書 く」 「よ く書 く」「とき どき書 く」と答 えた

者を対象に ， 「業務関係の 書類 を書 く際に 辞書 ・ マ ニ ュ アル お よび人 の 助 けが必要で

すか 」 と質問 した とこ ろ ， 「必要な し」が9．3％ ， 「と き ど き必要」が 50．0％ とな り，

英語 を書 く業務を して い る者はか な り書類作成 に熟達 して い る こ とが わ か る 。 以上

総合的に判断する と10％前後の 者はか なり英語を使 っ て仕事を して い る 。

4．3． 英 語 力の 指標

　以 下の 分析で は ， 英語力の 指標 と し て は ， 大 学で の 英語の 成績， 英語資格 ， 海外

経験等 に くわ え ， 前節 の後半で 説明 した 設問の 回答 を因子分析 しその ス コ ア を使 う 。

　因子 ス コ ア を使用す る理由は い くつ か ある。 第 1 に この 設問以外の 情報は過去の

もの で あ り， 現 在 の 英 語力 を正 確 に と ら え ら れ な い 可能性が あ る 。 た と え ば ，

TOEFL は留学 に お い て 必要 とされ る もの で あ る。 しか し ， 留学 に必 要 とさ れ る レ ベ

ル は最低 限 の もの で あ り， む しろ ， 留学 を通 じて の 英 語力の 飛躍的上 昇が重 要で あ

る可能性が ある 。 入学時に は TOEFL の点数が 芳 し くない 場 合で も， 数年の 留学経

験 を経て 流暢 に英語 を操る よ うに な る人 た ちは多い
。 また ，

一旦 その ような レ ベ ル

に達 す る と再度 TOEFL を受験する人 は少ない と思われ ，
こ こ で の TOEFL の 点数

が 現在の英語力 を反映 して い な い 可能性が ある 。 TOEIC も国際部門 へ の配 置要員

を選抜するた め に会社内で 利用され る こ とが多い が
， 試験 の好成績は選抜の 入 り口

で利用 され る もの で ， 実際の英語力 を高め て い る の は そ の 後の 海外経験で あ る可能

性 は高 い
。 第 2 に ， 先 に議論 した よ うに ，英語力 と現在の 職位や所得 との関係を探

る場合， 仕事で活用 されて い るか どうか が重要で ある 。 高い 英語力を持 つ もの であ

っ て も， それ が生 か さ れ な い 状況で は収入 を生 み 出さな い 。 したが っ て ， 業務の 上

で の英語の 使用 に関す る設 問を利用 す る必要が あ る 。

　さらに ， これ らの設問は同種の 先行研究に比 べ て もい くつ か の長所 を持つ 。 国勢

調 査 な どで は ， 英語能力 に関 して は 数個 の設問 しか設 け られ て い な い こ とが 多い
。

一
方，

こ こ で使 用す る ア ン ケ ー トは 8個 の設問を設 けて お りよ り多面的 に情報 を把

握で きる 。 また ，
い くつ か の先行研究は 回答 をその ま ま使用 してお り， それ らの 背
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表 1　 英諾能 力の 因子分析

負荷 ユ ニ ークネス ス コ ア係数

日常，読 む 0．8017 0．2766 0．1318

業務上 ， 読 む 0，8552 0．2222 0．1236

日常会話 0，7468 0．3975 0．1068

業務上，電話 0．8522 0．2582 0．1067

業務上 ， 通 訳 0．6131 0．5740 0．0479
日常 ， 書 く 0．8576 O．2427 0．1175

業務上 ， 書 く 0．9452 0．0662 0．4030

辞書 ，
マ ニ ュ ア ル

の 助 け

0．8358 0．2402 0．0774

後に あ る因子 を把握す る作業 を行 っ て い ない 。 ま た ， 因子 ス コ ア を使用 す るため に ，

数個 の回答をその まま用 い て推定する場合 に 回答間の 相関に よっ て生 じる多重共線

性の 問題 を回避で きる。

　因子分析の結果は， 表 1に 表され て い る 。 第
一

因子 の 固有値は5．3612， 第二 因子

の それ は0．1816と大 き く減少す るた め第一
因子 の み を採用 した 

。
これ は

，
8 つ の 設

問の 回答が ， 同 じ能力 を反 映 した もの で あ る こ とを意味す る 。 日常 と業務 の 両方に

同時 に ほぼ
一

律の 影響 を与えて い る こ とを考慮し ， この 因子 を 「実用英語力」 と呼

ぶ こ とにす るaD。

5
． 分析

5．1． 分析 の ス テ ッ プ

　 この 節で は ， 先の分析 で議論 され た 「実用 英語力」 と職位 と所得の 関係 を分析す

る。 推定は 3段階か らなる 。

　第 1段階で は ， 前節で つ くり上 げた 「実用 英語力」 を決定す る要因 を探 る 。 具体

的に は ，

f，
＝ h＋ liqti＋ …＋ lkqAi＋ ξ，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

を推定 す る 。
こ こ で ， f‘は 前節で 求め た 「実用英語力」 の ス コ ア ，

　 qti， …
，
　 qhiはそ

の 決定要因 ， ＆は攪乱要因で ある 。 また ， 推定 さ れた 「実用英語力」の 予測 値f，を操

作変数 とす る 。 第 2 段階は， fiを用 い
， オ

ーダー ド・ プ ロ ビ ッ ト推定 に て （1）式の係

数 をもとめ ， 職位 の決定要因 を探 る 。 第 3段階で は ， 所得の 決定式（2）を推定す る 。

　 この よ うなス テ ッ プ を とる理 由 は， ξi　t　Ui お よび εiの 相関に 対処す るた め で あ る 。

社会科学系学部出身者で 英語力を身に つ けよ うとす る者 は， 才能 に恵 まれ た者や よ

り努力 を惜 し ま な い 者で あ る可能性 が あ る 。 英語力が高い か ら地位や所得が高い の

で は な く， 推定式で 観察 され な い こ れ らの要因が英語力 を上 げる と同時に所 得や職
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位 を上 げて い る可能性が ある 。 この 問題 に対処す るた めに ， 「実用英語力」を操作変

数化す る 。

　ア ン ケ ー トの対 象が 国立大学 社 会科学系学部卒業生 で あ るた め に男性 が 圧 倒的に

多 くω
，

か つ 所得が ある者 の 88．0％が フ ル タイム で働い て い る 。 また ， 自営業に は 中

間職位が 存在せ ず ， あえて職位 を選択すれ ば役員を選択す る可能性 が高 い こ とか ら ，

企 業内昇進 と同
一

に 扱 うこ と は 問題 を生 じさせ る。 したが っ て，以下 の分析で は，

男性 ， フ ル タ イム 雇用者 に 限 っ て 行われ るa3）
。

5．2． 英 語 力の 推 定式

　まず ， （3）式 を推定 し， 何が 「実用 英語力」に影響 を与 える か を分析す る こ とか ら

始め よ う。 先の 因子分析 よ り求めた第一
因子 「実用英語力」の 因子 ス コ ア を計算し，

それ を被説明変数 と し OLS を用 い て分析す るUの。

　推定結果 は表 2 に 示 され て い る。
こ こで は， 可能 な限 り多 くの 説明変数 を使用 し

た あ と ， ア カ イ ケ ・イ ン フ ォ メ ーシ ョ ン ・ ク ラ イテ ア リア （AIC：Akaike　Informa−

tion　Criteria） （Akaike　1973）に よ り， 変数 を絞 り込 ん だ結果の み を示 して い る。

また ， 落 と した変数の 係数が す べ て 0 で ある とい う仮説は ， F 検定を行い P 値 は 0．

984で 棄却 され な い こ と を確認 して い るas）
。

　まず， 大学時代の 成績の 効果が わか る 。 「実用英語力」は当然の こ となが ら一
般教

衰 2　 実用 英語 力 の 決 定要 因

係数　　 P＞ItI
一

般教養 の英語 の 成績 の 平均が 優 0．2891　 　 0，000

英 検 準 1級 0．4075　　 0．047

英検 1級 0．9196　 　 0．000

TOEIC 受 験 ダ ミ ー× TOEIC 点 0．0002　 　 0．1 2

数

大学 卒業 ま で の 海外滞在経験 あ り 0．3987　 　 0．009

大学 院留学経験あ り 1．4236　 　 0．000

外資系ダ ミ
ー 1．5780　　 0．000

産 業ダ ミ
ー° ，■，

年齢 0．0580　　 0．010

年齢の 2乗項
一
〇．0007　 　 0．004

定数項
一1．3366　 　 0．009

サ ン プ ル 数 594

F （17，576） 21 ．96

Prob ＞　 F 0．000

R −squared 0，393
Adj　R 唱 quared 0．375

＊　 30の 産業ダ ミーの うち 8 つ が 有意で あっ た。
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養の 英語の 成績 とは正 の 相関を持 つ
。 また ， 英検準 1級 と 1級は正 の 効果 を持 つ

。

TOEIC 受験ダ ミー と TOEIC 点数の 交差項 の 係数 は
，
　 P 値は0．102で正 で あ る 。 ま

た ， 大学卒業まで の海外滞在経験や大学院留学経験 な どは強い 効果を もつ
。 すなわ

ち ， 就職す る まで の準備は その 後の 英語力 に大 き く影響す る。

一
方，

一
般教養で の

語学以外 の教養の 成績や ， 専門科 目の成績の 影響 は観察 され なか っ た 。 また ， ク ラ

ブ ・サー クル の活動 も影 響 しな い よ うで ある 。 ま た ， 外資系企業での 就業は正 で 有

意で あ る 。 年齢 に 関 し て は
，

1次項は正 ， 2次項 は 負で ある 。 ピ ークは34．1（＝ −0．

0580／（2 ×
−O．0007））歳 とな っ て い る 

。

　以 下の 分析で は ， 推定式か ら実用 英語力に 関す る予 測値 を計算 し ， そ れ を説 明変

数 と して 利用 す る 。

5．3． 職位 の 推定 式

　職位 に 関す る推定結果 は表 3 に 表 され て い る。 非説明変数は ， 職位の序列で ある

（0 ．
一

般 ， 1．係長 ク ラ ス ， 2 ．課長 クラス
， 3．次長 ク ラ ス ， 4 ．部長 クラ ス

，

5．役員）。 他の 推定結果 と同様 に AIC を使用 し説明変数を絞 り込 ん だ結果の み を示

す 。 落 とされ た変数の 係数すべ て が 0 で ある と い う仮説は ， 尤度比検 定 を行 い P 値

O．997で棄却され な い こ とを確認 して い るaη
。

　個 々 の 説明変数 の効果 を見て み よ う 。 まず， 実用英 語力の係数 は0．3490で 有意に

正で ある。 βe ＞ 0 とな り， この 能力が よ り高い 職位に つ く可能性を高めて い る 。 す

なわ ち命題 2が成立す る こ とが 示 され た 。 しば しば ， 日本企業に お い て は海外畑 を

経験す る と昇進 に 不利に な る とい われ る 。 しか し，
こ こでの 発見は それ に反 して ，

海外勤務 な どに よ り英 語力 を身 に つ けた者は 昇進 に 有利 で ある こ とを示 して い る 。

　
一

方， 英検 1級の 係数は こ こで は負で ある 。 （3）式の推定におい て は ， 同変数の係

数 は O．9196で ある こ とか ら ， 間接的 に は 0．3491xO ．9196ニ 0．3210の効 果 を持 つ が ，

直接的な
一
〇．7070とい う負の 効果に相殺 されて しまう。英検は実用英語力を上げる こ

とに は役立 つ が ， 英 語に 特化 しす ぎ る と専門職 として キ ャ リア を積む こ と に な っ て

し ま うの か もしれ な い G 
。 TOEFL や TOEIC もあ ま り強 い 効果 を持たない よ うであ

る 
。 これ らの 試験 に お ける ， 好成績 は英語 を使用す る仕事に つ くた め に必 要 な条件

で はあ るが十分条件で はな い の か もしれ ない 。 これ らの 試験の 影響力 に関 して は ，

本稿 の テ ーマ で はない もの の重要 な点で ある 。 今後の研究の蓄積が待た れ る。

　統計的に有意で あ っ たそ の他 の変数の 効果 を吟味 してみ よう。 まず ， 大学教育 の

効果を見て み る 。 前節 で教養の 英語 の成績 は 「実用英語力」の 指数を高めて い る こ
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表 3　 職位 の 決定要因

係 数　　P＞lzI
実用英語力 の 予 測 値 0．3490　　   ．001
英検 1級 一

〇．7070　 　 0．048

専門科目の 優の 割合 0．0247　 　 0．006

（専門科目の 優 の 割合） の 2 乗
一
〇．0002　 　 0．062

体育会 系 の ク ラ ブサ
ー

ク ル で

マ ネージ ャ
ー，主事 また は会 計で あ っ た 。 0．3637　　 0．065

企業規模（人）
掌 一

産 業ダ ミー鱒

転職回数 一〇．0892　 　 0，103
年齢 0．4677　　 0．000
年齢 の 2 乗項

一
〇．0032　　 0．0 0

α 1 10．4933
α 2 12，0198
α 3 13．3882
α 4 14，0779
α 5 15．21gg

サ ン プ ル 数 538
LR 　chi2 （20） 902．960
Prob ＞　 chi2 0．000
Pseudo　 R2 0．481
Lo91ikelihood 一487，934

＊　従業員30人未満 を基 準 に企 業規模 ダ ミーを作成 した 。 係数は 全 て 負

で有意 で あ り，係 数 の絶対値 は総 じて規 模が 大 き くな るほ ど大 き くな る。

＊ ＊　 30の 産業ダ ミーの う ち 5 つ が有意で あ っ た。

とが観察 された こ とを踏まえる と， 教養で の英語の成績は 「実用英語力」 を通 じて

昇進 を促進 して い る こ と に な る。 た だ し， 他の 教養科目の 成績は
， 昇進 に 効果を持

た ない
。 専門科目の優の割合は正 の効果を持つ

。 1次項の係数は0．0247で P 値は0．

006， 2次項は一〇．0002で P 値 は0．062であ る 。 結果 ， 優の 割合が 61．75％（＝ −0．0247／

（2 ×
−0．0002））の と き職位が 最 も高 くな っ て い る こ と に な る  

。

　 また ， 企業規模の 係数 は負 とな っ て い る 。 規模が 大 き くなるほ ど競争相手が 多 く

な るた めに ， 昇進の 可能性が小 さ くな る こ とは 予想され る こ とで ある 。 また ， 日本

の大企業は 「遅 い 昇進」で あ る可能性が あ る こ と，

一方 55歳役職定年や早期退職優

遇制度を とる企 業が 増加 してい る こ とな どを考え， 昇進 に お け る年齢効果 も測定 し

た 。 結果 は ， 職位が最大 とな るの は73．08歳 とな り， 諸制度か ら予測 され る こ と とは

異な る結果 を得た 。
これ は ， データが上位国立大学卒業生に関す る もの で ， 役員ま

で昇進す る もの た ち を多 く含ん で い る こ とを反映 して い るた め と思わ れ る 。

5．4． 所得の 推定式

　最後に所得関数 （2）式 を推定 して み よう。 推定の結果は ， 表 4 に示 してい る。
これ
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表 4　 所得 の 決定要因

係 数　 　P＞ltI
職位 ダ ミー

係長 ク ラ ス 0，1100　 　 0．039
課長 ク ラ ス 0．1017　 　 0，U8
次 長 ク ラス 0，2227　 　 0．005

部 長 ク ラ ス 0．2962　 　 0，000

役員 0．6672　 　 0．000
実用 英語力の 予測値 0．0723　 　 0．004
大 学院留学経験 あ り

一
〇．1449　 　 0．121

企業規模（人 ）
吻

十

産業ダ ミー随 ，Ψ■

転職 回数
一
〇．0240　　 0．043

年齢 0，1680　　 0．000
年齢 の 2乗項

一〇．0016　　 0．000
定数項 1，9161　 　 0．000

サ ン プル 数 581
F（17，　 576） 48．75
Prob ＞　 F 0．0000

R−squared 0，6871
Adl　R −squared 0．6730

＊　　 従業員 5人未満を基準 に企業規模ダ ミーを作成 し

た。係数 は 全て 正 で 有意で あ り， 係 数 の 絶対値 は総 じて

規模が 大 き くな る ほ ど大 き くな る。
＊ ＊　 30の 産業ダ ミーの うち 9 つ が有意で あっ た 。

まで と同様 に AIC を使用 し採択され た推定結果で あ り，
こ こ で も外資系ダ ミ

ー変数

な ど推定か ら落 と され た変数の係数が 同
一

に 0 で ある とい う仮説は F 検定を行 い
，

P 値0．979で 棄却 され な い こ とが確認 され て い る。 また ， 職位決定式の攪乱項 Ui と εi

間の相関が あ る可能性が 考 えられ る 。
こ の場合は ， 最小 2 乗法 に よ っ て 求め た 所得

の決定式の係数 は不偏性 も
一致性 も持た な くな る 。 そ こで ， 職位ダ ミー変数をその

ま ま用い て 得 られた推定量 （Ui とεが 無相関で ある と い う帰無仮説が正 しけれ ば不

偏で あ るが
， 誤 りで あれ ば

一
致推定量 で な くな る推定量 ） と各職位ダ ミーを操作変

数 化 しそ れ を使用す る こ とで得 た推定 量 （帰無仮 説 の真偽 に よ らず
一

致推定量で あ

る推定量）の 間に差が あるか どうか を調べ るハ ウス マ ン検定 （Hausman 　1978）を

行 っ た 。 結果 ， 内生性変数 と して 扱 う必要性が見 られ なか っ た の で ， 各職位ダ ミー

をその ま ま使用 して い る 。

　まず ， 「実用英語力」変数 の係数は ， 0．0723と正で有意である 。 英語力 は直接所得

を上昇させ る効果があ り， γe ＞ 0 で ある こ とが確認され ， 命題 1が成立す る こ とが示

され た 。 また ， 間接的効果に関 して は， 職位ダ ミー変数の 係数が正で あり， か つ
，

上位の 職位 ほ ど係数の値が大 きい こ とか ら， r， ＞ 0 とな り， 職位の 上昇 は所得 を上 昇
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させ る と い う予想 どお りの 結果 を得た 。 英語力が職位 を上昇させ るとい う先の推定

結果β。t ＞ 0 と合わせ る と ， γ、β。t＞ 0 とな り， 間接的効果 は正 で あ る こ とが わか る。

す な わ ち 命題 3 が成立 す る こ とが 示 され た 。

　また ， 大学院留学経験が負 とな っ て い る が ， 有意 で はな い
。 大学院に留学 して い

る者の 多 くは大学教員 に な っ て い る可能性 が高 い と推測 され ， 彼 らの 所得が 民間に

比較 して 相対 的に低 い こ とを反映 して い るの か も しれ ない
。 残念なが ら， 今回使用

した ア ン ケー トに は職種 とキ ャ リア歴 に関す るデ ータが 捕 らえてい な い
。 今 後 の 課

題で ある 。

　さ らに ，
こ の研究の 対象で ある大卒ホ ワ イ トカ ラーに 関して は，

こ れ まで の 研究

で は 多 くの 先進国 で 程度の 差 は あ る もの の 彼 ら の 所得や 賃金が 年齢 と と も に 上昇す

る こ と ， また 日本で は50歳台 を ピー クに賃金の減少が は じ まる こ との 2 点 を考慮 し，

年齢 の 1次項 と 2次項 を説明変数 と して くわ えた 。 推定結果 は ， 1次項 は正 で 有意 ，

2 次項 は 負で 有意 とな りピー
ク とな る年齢 もほぼ予想 どお りで あ っ た。

6 ． 結語

　 この 論文で は ， 国際化が進展す る なか 日本にお い て も ビジネ ス の世界で は英語力

が 高所得， 高職位 を手 に 入 れ るた め の 1 つ の 強 い 要因に な っ て い る と い う仮説 を検

証 した 。 特に ， 社会的な影響 を考え る と基幹的経済部門で その こ とを確 か める必要

が あ る との 認識か ら， 大 手企 業に 多 くの人 材を送 り込 ん で きた あ る有名国 立大学社

会科学系学部卒業生 を対象に ア ン ケ ー トを行い ， その データ を分析 した 。

　分析に よ り， まず対象とな っ た学部卒業生 は在学中英語が専門では ない に もか か

わ らず ， 彼 らの うち の 10％ ほ どは現在 か な り高 い 英語 力 を身 に つ けて い る こ とが明

らか に な っ た 。 すなわ ち， 英語が か なりビジネス の 世界 に 浸透して い る こ とが示 さ

れ た 。 さ らに ， 基幹 的経済部 門 に お い て 仕事 で 使 用で き る レ ベ ル の 英 語 を身に つ け

た者 は昇進 に お い て 有利 で あ る こ と ， また ， 英語力は直接的に所 得を上昇 させ てい

るだ けで な く， 昇進を通 じて 間接的に も所得を上 昇させ てい るこ とも検証 された 。

す なわ ち ， 海外の研 究結果 と同様 に ， 日本 に お い て も， 英 語 の 経済 的価値 が か な り

高い 可能性が ある 。 国際社会 にお ける英語の 通用度の 上昇 と現在進行 して い る 日本

の 国際化を考え る と ， 今後経済的地位の決定要因としての英語の重要性が さ らに増

して い くと思 わ れ る 。

　 た だ し ， 本研究 は 1大学 1学部卒業生 の み の調査 に 基づ くもの で あ り ， 得 られ た

結論 は今後他 の大学や学部 を調査 する こ とに よ っ て確認 され る必要が あ る 。 また ，
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卒業者名簿 を使用 した調査の 場合， 名簿の 更新具合に よ っ て 回収率が 大き く制限を

受 け る と と も に 回収 に も歪 み が 伴 うと い う同種の 研究 と共通 の 問題 を 当調 査 も抱 え

て い る 。 今後 ， よ り高い 回収率 と精度 を得 る仕組 み を考 え る こ とで ， さ らに検証が

積 み上 げられ る必要 が あ る 。

＊　 この 研究は平成10−11年度科学研究費 ・ 基盤研究 （C）の 助成 を受 け行われた もの

で ある 。 記 して感謝 した い
。 また ， 研究結果は第 8回労働経済 コ ン フ ァ レ ンス （於 ：

大阪 ， 1999年11月）お よび第52回 日本教育社会学会大会 （於 ：北海道大学， 2000

年 9月）に て 報告 された 。 特 に ， 大 沢真知 子氏 （日本女子大学）， 瀧敦宏氏 （広島

大学）， また両学会の 参加者か ら貴重 な コ メ ン トをい た だ い た 。 ア ン ケー トの 作成

で は坂田圭氏 （大阪大学大学院国際公共政策研究科） に ， 論文作成 に関わ る 作業

で は 角谷 清美氏 に 補助 して い ただ い た 。 心か らお 礼 を申 し上 げた い
。 また ， 査読

者の コ メ ン トに よ り論文が 大き く改善 された こ とに も感謝 したい 。 もち ろんの こ

　とで あ るが ， 論文 に関する すべ て の 誤 りは筆者 に帰 する もの である 。

〈注〉

（1） 代表的研究 と して Chiswick　and 　Miller （1994） は
， オ ース トラ リアの 国 勢調

　査 を使用 し， 流暢 に英語 を話せ る移民 は他 に比 べ て 1981年で5．3％ ， 1986年で8．3

　 ％高い 所得 を得 る こ とを示 して い る 。

（2） た と えば Matsubara（2000）の研究か ら も類推で き る よ うに ， 支配的地位 を獲得

　 した 言語の 浸透力はか な り強 い
。 英語 を公用語 とする多 くの 国 にお い て ， 英語 は

　当初一部の 支配層だ けで使用 されて い た はずで あ るが ， 現在公的部門で は 母国語

　 よ りも重要 な言語 とな っ て い る場合 もあ る。

（3） こ こで の 統計的説明 は Maddala （1983　 P ．47−48）に そ っ て い る。

（4｝ Mincer （1974）を参照 。

（5｝ Bound ，
　Griliches　and 　Hall　（1986），

　Mumane ，
　Willet　and 　Levy（1995）等を参照 。

  　複 数大 学や複数学部 を調査 した最近 の 主 な もの と して
， 日本労働研究機構

　 （1999），西村，平田，八 木，浦坂 （2001），東京都立労働研究所 （1994）な どが挙

　げられ る 。 大学の相違に よ っ て生 じる格差 は， 野 田 （1995）や松繁 （2000）等が

　行 っ た よ うに 大学 コ ー ドダ ミー を使用 して あ る程度 コ ン トロ ール が 可能 で あ る。

　 しか し ， 大学 コ
ー ドを単純に ダ ミー変数 として使用 して も， 切片 を調整 するの み

　で ， その 他の 係数は 大学間 また は学部間で 同
一

で あ る と い う制約 を課 して い る こ
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　 と に な り限界が ある。

（7） た とえば ， 私学の 文 系学部の 場合 ， 数学 と社会 を選択科 目と して い る場合が あ

　る 。 数学選 択者 は国公立 を併願 して お り社会科 も含 め た他 の教科 も勉強 して い る

　者 を比較的多 く含む が ， 私学文系専願者の 多 くは社会 ， 国語 ， 英語の 3教科 に絞

　 っ た受験準備 を行 う。 前者 は後者 よ りも多くの科目を準備 した上 で も同様に 合格

　 して きた者た ち で あ り， 潜在的能力 その もの が高 い 可能性が ある 。

（8） TOEFL と TOEIC に 関して は鳥飼 （2002）に 詳 し い
。

（9） 設問 「最 も得意 な外国語 は何か」に 答え た 892人の うち英語 と答えた者 は 861人

　 で 96．5％で ある 。

  　TOEFL と TOEIC の両方を くわ えて 因子 分析を行 っ た場合 ，
こ こ で 使用 され

　た 8 つ の設問が第 1 因子 を形成 し固有値 は 6．0708
，
TOEFL と TOEIC が第 2因

　子 を形 成 し固有値 は L7400 とな る 。したが っ て
，
　TOEFL と TOEIC は ， 8 っ の 設

　問 とは別の 変数 として使用 した ほ うが良い 。 しか し，
TOEFL とTOEIC の 両方を

　受験 した者の 数 は全サ ン プル で 26， 男性正 規社員 に 限 る と17名 しか な く， こ れ ら

　を含ん で 分析 を進め る に はサ ン プ ル 数が少な くな りす ぎる 。 英検の 変数を くわ え

　る とサ ン プル は さ ら に 少な くな り， 第 2 因子 お よび因子負荷量 に 関 して 同様の結

　果 を得る ため ， 因子 分析 は これ らの 変数を含 まない で 行 っ た 。 ただ し， 後の 分析

　で は TOEFL
，
　TOEIC

， 英検受験 者 は それ ぞ れ の ダ ミ
ー
変数を作成す るな ど工 夫

　 して使用 す る 。

（ID　こ の 8 つ の 設問に 関して ク ロ
ー ン バ ッ ハ の α 係数 を計算 した 結果 0．9388を得

　た 。 た だ し ， こ こで は足 し合わせ た ス ケール を用 い ず ， 因子負荷量 の差異を考慮

　 に 入 れ るた め に因子 分析の ス コ ア を使用す る 。

  女性 は 40サ ン プル しか な く， 推定に使 う変数をそ ろ えた もの は ごくわ ずか で あ

　 る 。

  　た だ し ， 自営業ダ ミー変数を作成 し ， 自営業 を含んで 分析 を行 っ て も結果 は大

　 き く変わ らな い
。

（1心 因子 ス コ ア は標準化さ れ て お り， 平均 0 ， 標準偏差 1で あ る 。

  　分析に 使用 され る変数の 基本的統計量は補論 に示 され て い る 。

（16｝ 推定 に は最初に 30の 産業ダミ
ーが使用 され ， その 後有意な もの の み に 絞 られ た 。

　産業に 関す る結果 は主題 と深 くか か わ らな い ため に紙面の 都合か ら割愛 した 。

（17） 外資系企業の 人事労務管理 の 違 い が
， 特 に 年齢 と英語力に 関 して ある の で は な

　い か と考え られ る 。 そ こで ， 外資系ダ ミー と年齢お よび外資系ダミ
ー と 「実用英
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　語力」の予測値の 交差項 を含 ん だ推定に お い て ， これ らの変数の係数が他の 多 く

　の 変数の係数 と と もに 0 で ある と い う仮説を検定 したが ， 所得 と昇進 の両方に お

　い て仮説 は棄却 されなか っ た 。 また ， これ らの 変数 は AIC を使 っ た特定化の 過程

　で も排除され た 。 さ らに ， 外資系ダ ミー
変数の 効果 を大 き く推定す るた めに ， 「実

　用英語力」の変数を抜 い た推定 も試み て み たが係数 は有意 に な らなか っ た 。 す な

　わ ち ，
こ こ で の 分析 は ， 英語の 必要性が企 業の 国籍 を とわず同程度 に 存在す る こ

　とを示唆 してい る。 ただ し，
この よ うな視点か ら行われ た外資系の人事労務管理

　の研究 は少な く， 今後他の調査に よ る さ らな る検証が必要で ある 。

qs） こ の 結果 に
， 英語 も資格だ けで は有効性が低 く， 『業務 との直接的関連亅 （リク

　ル
ー

トワ
ー

クス研究所 （編）200075 頁）が あ っ て はじめて 経済的価値を持 つ と

　の 解釈 を与える こ と も可能で ある 。 た だ し ， 尤度比検定の結果か ら ， 英検 1級ダ

　 ミー
の係数は 0で あ る可能性が あ る。

働　先述の よ うに ， TOEFL ，
　 TOEIC を使用す る とサ ン プル 数が非常 に 小 さ くな

　る 。 そ こ で
， それ ぞれ に 関 して ダ ミ ー変数をつ くっ た上で

， 次の よ うな推定を行

　 っ た 。

　f，
＝ 1。＋ liqii＋ …

＋ 1‘（TOEFL 受 験 ダ ミ
ー

）i＋ 1，＋ 1 （TOEFL 受 験 ダ ミ
ー

）×

　（TOEFL 点数）hi ＋… ＋ lhqki＋＆

　　この 式で は， TOEFL 受験の効果は1， ＋lt． 1 （TOEFL 点数）とな り， 受験 その

　 もの の効果 と点数の効果 の 両方が測 れ る。
TOEIC に 関 して も同様の 処 理 を行 っ

　た 。 また ， 英検は各級 の資格ダ ミーを作成 した 。

  　勉学 に過度に偏る よ りもあ る程度余裕 を持 っ た学生の方が
， 将来性が あ る と い

　 う解釈 も可能で あるが ， こ の 点 も今後の 研究 に よ っ て 確認 され る 必要がある 。
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ABSTRACT

English Proficiency and  Economic Status of  Social Science Graduates

                               MATSUSHIGE,  Hisakazu

(Osaka School of  International Public Policy, Osaka  University)

1-31 Machikaneyama-cho,  Toyonaka-shi, Osaka, 560-O043 Japan

                           matusige@osipp.  osaka-u.  ac.  jp

English language is widely  used  in various  international situations,  and  is

recognized  as  a  de facto world  standard.  It is regarded  as  the most  beneficial

foreign language for Japanese to learn, since  Japan's economy  depends on  close

business interactions with  other  countries.  It seems  that recently,  English has

become so  important that without  it, people may  be effectively  barred from

positions of  high status  and  social  influence.

     This study  examines  the English proficiency of  social  science  department

graduates  from one  of  Japan's national  universities,  and  also  explores  its effects

on  their earnings  and  promotions, using  a  set of  questionnaire  data. By applying

factor analysis  to several  items, a  representative  variable  of  practical English

ability  is created.  Other new  variables,  such  as  examination  scores  in liberal arts

and  majors,  and  the average  rate  of  the class  attendance,  are  used  as  indicators

of  students'  academic  achievements.  Extra-curricular activities  are  also  referred

to as  social  aptitude.  The  ordinary  least squares,  instrumental variables  and

ordered-probit  methods  are  used  to  estimate  the importance of  English in

determining earnings  and  promotions.

     It is statistically  confirmed  that English proficiency has a  great positive

impact on  job promotions and  earnings.  This indicates that differences in

English ability  may  result  in inequality in terms  of  earnings  and  economic  status

in Japan.

     In addition,  it is estimated  that academic  achievement  in university  has a

positive correlation  with  future posting. This is contrary  to what  people  com-

monly  believe in Japan. On the other  hand, extra-curricular  activities  do net

seem  to have  any  significant  impacts on  career.
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